第７回差別解消部会における委員の意見等
１　「雇用」分野における「不当な差別的取扱い」及び「合理的配慮の不提供」について（資料２）
[不当な差別的取扱いとなりうる事例について]

○　P3（ウ）合理的配慮の内容に、いくつか具体的な記載例が挙がっている。これら以外では、大規模な事業者においては労働組合があるところが多く、小規模な事業者にはない。
　　当社では職場定着推進会議を、毎月開催し、従業員と会社側が話し合い、ウィン・アンド・ウイン（双方にとって好都合）で進められるようにしていく。従業員側と会社側が、会社の事業を進める上で大事なこと。

　　その他に、「誕生日面談」を実施し、定期的なコミュニケーションを図り、困っていることを聞いたり、会社側の考えを伝えたりしている。さらに、従業員に成果を出してもらう必要があるので、会社としては、障がいの有無に関係なく、合理化、生産性の向上を図るため、従業員一人一人の障がいレベルに応じた対応により活性化を進めている。
○　ガイドラインは、おそらく抽象的な表現になりそうかなと思っており、雇用分野については、改正障害者雇用促進法において、障がいを理由とする差別の禁止と合理的配慮の義務が規定されているので、同法に基づく内容でガイドラインにまとめていただければと思う。その中で、啓発活動についても含めてほしい。
[雇用分野に係る相談について]

○　当方にも、雇用に関する相談は多い。例えば、不当な配置転換や、パワハラ、セクハラなど。相談者が受けたショックや怒りへの対応は一定できるが、労使間の話し合いでないと解決できない問題がかなりあるため、大阪府の総合労働事務所や、他の専門機関の紹介が主となる。
[ガイドラインにおける雇用分野の取扱いについて]

○　「雇用」分野については、今、事務局から説明があったように、障害者差別解消法とは別の障害者雇用促進法に基づいており、国において検討が進んでおり、紛争の解決に関しても個別の仕組みが設けられるので、この分野は雇用促進法にまかせるということでよいのではないか。あるいは、府のガイドラインに取り入れる場合、雇用促進法に準拠すればよいのではないか。
[就労継続支援A型について]

○　就労継続支援A型に関しては、障害者雇用促進法が適用されるのか。福祉サービスとしての面はどうなるか。
　→　（事務局）
　　・当該事業においては、雇用主と障がい者が雇用契約を締結して活動する。雇用条件等の関係では労働基準法が適用され、福祉サービスの提供という面で苦情や相談等があれば、当該事業の根拠法である障害者総合支援法に基づいて適切な指導がなされるべきものではないかと考える。
 [その他]

○　P3（ウ）合理的配慮の内容のところの記載例は、わかりやすい。事業者もこれを参考にして事業の特性に合った取組みが可能となる。ここに挙げられているのが一例ならば、次回の会議ででも、一覧を出してほしい。
○　障がい者の採用において、「一人で通勤できること」が条件とされている。しかし、一方で、障害者総合支援法に基づく「同行援護」では、通勤は、継続的な経済活動に係るものとしてサービスの対象外とされており、会社での業務そのものの能力があっても、そこに行くことが出来ず、採用前に実質的に排除されていると思う。
　　この問題は、障害者雇用促進法上で解決するのか、障害者差別解消法上で解決するのか、同行援護のサービス内容を改正するのか、私自身、答えは持ち合わせていないが、実態として雇用の機会が制限されていることを知ってもらいたい。

　→（事務局）

　　今、福祉サービスを所管している立場からの意見として、雇用の場面においてすべて福祉サービスで対応する方がよいのかどうか明言は難しいところがある。雇用促進法に基づく雇用主の対応として求められるのか、差別解消法か、移動支援や同行援護でどこまで対応すべきかは、今後、事例が積み上がってくる中で、見えてくるのではないか。
（部会長）
○　雇用平等の考え方からは、一人で通勤することを条件とすることは、不利益取扱いとなりうるか。
　→（事務局）
雇用促進法で、どこまで合理的配慮として義務付けられるのか、障がい者から合理的配慮として求めた場合、どこまで対応しなければいけないか。国においても、研究会の報告書は取りまとめられたが、今後、これを受けて具体的な指針が定められることになっており、こうした動きも見てまいりたい。
２　ガイドラインの機能について（資料３）

○　P５　ガイドラインの機能に係る論点に関してだが、ガイドラインの機能は「啓発」か「規範性を持つもの」か、どちらか一方といった対立する考え方ではないと思う。
　　規範性があることについて、なぜそうなっているのか、その理解を広めることが啓発となる。

　　ガイドラインは、条例等を根拠とする実効性あるものとすべきと考える。

車いす利用者が入店を拒否されたという相談があり、店側に「車いすであることを理由に一律にサービス提供を拒否することは差別だと思います」と説明したが、店側は「本当に差別に当たるのですか。法律違反になるのですか。どこに書いてあるのですか。（書いてないなら）こちらはこちらの考え方で事業をして利益を上げているので撤回しない」との対応だった。やはり、法律や条例というものできちんと位置づけて、規範性を持たせ、これに違反しているとはっきり言えるようにしたい。
　　また、事業者としても、条例により内容が明確化されている方が、利用者への対応がしやすいと思う。
　　例えば、当方も事業者として、事業を行うとき、手話通訳をつけやすい。

また、障がい者の賃貸住宅への入居に関して、設備上のバリアがある等やむを得ない理由がなければ入居を拒否できないと条例等ではっきり位置づけてあれば、宅建業者が、障がい者の入居を拒む家主に説明しやすいと思う。
○　条例を定めるとなると、不特定多数が利用する病院等施設に関し、府圏域を越えて扱いが異なるとわかりにくいので、隣接する府県で内容を同じようにしてほしい。
　　特に、鉄道となると、全国ネットとなるので、府独自で内容を決めることも難しいのではないか。
○　第三者的立場からの紛争の解決の仕組みについては、事案には、いろいろな立場の見解があり、食い違いも生じうるので、審判する仕組みは必要。
　　条例の必要性については、基本的に賛成である。

○　鉄道の件でいうと、条例の必要性は別として、「府としてこうあるべき」との考え方は必要ではないか。

　　例えば、優先座席付近の携帯電話について、これまでは終日電源オフだったが、災害時等緊急時の情報受信の問題もあることから、最近は混雑時のみ電源オフとなった。これは関西の鉄道の特有の取組みであり、このように府として独自のものを作ってもよいと考える。
○　今行っている議論は、一つの自治体としての方向性に関すること。近隣の府県と協調を図るべきということは一つの見解ではあるが、そこを優先すると自治体の独自性、自主性が損なわれる。運用の中で、問題が出てくれば調整していく方がよいのではないか。
○　ガイドラインの機能の論点、「（2）相談、紛争の解決等に活用できるように、規範性を持たせる」とある。たしかに現状を見ると、合理的配慮の提供が出来ていないことが起こる場合等が起こり、幅広く対応できるようなガイドラインが必要である。それでも対応が難しいときに裁判をするということもある。差別事案が起こったとき、ガイドラインを見て解決できればよいが、今、想定できないようなことが今後、起こりうるのではないか。裁判となった場合、障害者差別解消法での対応外で、司法の場で、どうなるのかがわからない。
→　（事務局）

○　ガイドラインによって解決できない場合、裁判ということはある。裁判の範囲かどうか、障害者差別解消法で解決できない場合は、民法による不法行為として損害賠償請求の対象となりうると考える。具体的には、裁判事例の積み上げをみていかないとかなり難しい。

○　障害者差別解消法には、差別禁止に違反した者に対する罰金や懲役刑に係る規定はない。同法違反は、直接、裁判にはならない。
　　一般的に、差別により苦痛や損害が生じたときは、不法行為に対する損害賠償請求が可能となり、何が不法行為になるのかを判断するときに、障害者差別解消法はその根拠の一つとなりうる。差別禁止は、法的義務であり、これについては、不法行為の根拠となりうる。
ガイドラインがあることによっては、裁判官が不法行為であるかどうかを判断する一つの目安になる。

○　これをしてはいけない、これは差別だ、と一方的に規定するのではなく、一般的に、どう知らしめるかということが課題であり、そこを上手に対応する必要があると思う。
３　相談、紛争の防止・解決の体制整備について（資料４）

○　相談等体制整備について議論するが、条例化の必要性や位置づけについて意見を述べたい。具体的に、府独自の体制を考えるとき、紛争の解決機関を設置する、知事等に調査権限や公表の権限を設ける場合には、それを可能とする権限を与える必要があり、その根拠として条例が必要となってくる。
　　具体的にどういう条例を策定するか。相談、紛争の防止等の体制整備に特化したものとすることもあるし、あるいは他の自治体の条例のように、もっと幅広く共生社会づくりを目標に、普及啓発機能を持ったものとすることもあろう。後者の場合は、庁内他部局との調整や、様々な行政計画との整合性も考慮する必要がある。それによって、府民や事業者への啓発や、PR効果も上がってくる。
○　紛争解決等の体制整備に関しては、この部会でも以前に、各市町村が設置している障害者自立支援協議会を活用することはどうかという議論があった。本市の現状からするとすぐに対応することは難しいかなと思う。障害者差別解消支援地域協議会に関する国の資料を見ても、関係機関が重なるものもあるし、そうでないものもあり、そのまま持ってくるのは課題があると思う。
ただ、市町村によっては自立支援協議会に権利擁護に関する部会を設置しているところもあり、そういうところでは対応も異なってくると思う。
○　条例の必要性については、国から示される基本指針、対応指針を見ながら、また、地域の意見を聞きながら検討していきたい。先行して条例を制定している他自治体を見ても、制定までに、丁寧に議論している。
○　ガイドラインについて、策定した後も、運用状況等を点検する必要があると考えられ、そのための場所も必要だと思う。
○　相談機関として、まず、ガイドラインが出来ることで、啓発が出来たり、差別かどうかの判断に使用できると思う。
その次に、差別事案を第三者的立場から判断する機関について想定されているが、これはどこにあって、誰がそれをどう担当しているのか、次のステップや段階、誰が調査して、そこで調停のようなことが成立した場合、さらにそこでも対応が困難となった場合にはさらに指導が入ったりするような機関なのかといった位置づけが重要。
　バックアップをするのは市町村のそれぞれの窓口なのか。それは相談者が住んでいる市町村か、事業者が所在する市町村か、また、市町村のどの所管となるのか、具体的なものが現時点ではイメージ出来ない。
○　ガイドラインでも、一定のすじみちを表すフローチャートのようなものがあって初めて、相談者に説明が出来るということもあるので、この辺りの具体的な整理が必要。我々相談機関として、どこまで担う必要があるのか、という整理も必要ではないか。

○　（スーパーバイズを行う相談員の配置の必要性について）障害者差別解消法に係る事案への相談員は必要ではないかと思われるが、所管や位置づけがかなり重要と思う。相談の集約とか、スーパーバイズをする大本の組織性があってこそ、相談員の相談活動が有効になってくるのでは。
相談事案に関係する一定の専門性を持っている人による応援体制が必要となってくるのではないかと思う。
○　障害者差別解消法では「既存の相談機関を活用」とされているが、現状の問題点として、実際にはそれでは相談に対応しようと思っても、（差別をしたとされる）相手方と調整を行う権限がないので、権限を与える必要があると思う。
○　私の考える相談体制のイメージは、まず地域相談員は相談者に寄り添って調整を行い、そこで解決しない場合、「調整委員会」が動くというもの。
地域の相談員への支援や、調整委員会とのつなぎとして広域相談員を置く。
　　地域相談員は、他の県では市町村に配置され、県が身体障害者相談員等に委託している。大阪府では、市町村に人権相談員もおり、これらに委託することも可能と思う。相談事案を集約した中では、障がいの相談員に相談している事例もあるし、差別に係ることということで人権相談員に相談している事例もある。そういう意味では、障がいの相談員と人権相談員を市町村の相談員を想定してはどうか。それらをコーディネートする広域相談員を府に配置する。

調整委員会は公正・中立の立場なので、相談員はそのまま関われない。障がい当事者団体や、学識経験者、関係事業者団体で構成する。
　　相談員には調整を行う権限を与える。調整委員会には助言・あっせんを行う権限を与え、これは様々な権利を制限するという力となるので、条例に基づく機関とする必要がある。
　　最後に、障害者差別解消法の不十分さを補完する、ガイドラインを明確にする、また、既存の相談機関では対応できない紛争を解決する機関を作るために条例が必要だと思う。
○　相談、紛争の解決の体制は重要だと考える。千葉県や熊本県の例によると、身体障害者相談員や知的障害者相談員が、地域相談員となっている。身体障害者相談員等は、身近にいて相談しやすいが、障がい当事者でもあり、紛争解決に関わるのは難しいのではないか。ただ、やはり最初に相談を聞く窓口でありたいと思う。
○　差別の問題は市町村で実際に起きていることであるが、市町村は、この法律に基づき、相談、紛争の防止・解決の体制整備について、どのように考えているのか。障害者差別解消支援地域協議会は市町村でも設置できるが、どのように考えているのか。
○　障害者差別解消法については、障がい福祉サービス部局だけで対応するものではないと考えており、関係部局をどう取り込んでいくかが大切な要素になる。どの市町村も十分認識していると思うが、ただ、国の基本方針や対応指針が出ていないので、やはりそこを見るということはあると思う。
○　障害者差別解消法では、紛争の解決等に関し、主務大臣による事業者に対する報告徴収、助言、指導、勧告の制度はあるので、これらを補完するものとしての紛争の防止・解決の機関は必要と思う。
　　裁判に訴える場合、不法行為に係る損害賠償しかない。例えば、障がいを理由とした飛行機への搭乗拒否の場合、金銭的な賠償があったとしても、重要なのは飛行機に乗ること。「飛行機に乗せなさい」という判決はない。「飛行機に乗る」という目的を果たすための助言やあっせんの仕組みが必要。
○　障がいを理由とする差別は、障がいに対する無理解、誤解から生じているものであり、その誤解を解いて問題を解決する機関が必要。これについて既存の相談機関では心もとないところがある。
○（障害者差別解消法第14条を直接の根拠として、第三者的立場の機関を設けることは可能と考えるか）　
　　同条に規定する体制整備として、出来ることは出来ると思うが、実効性を確保できるような権限を付与したり、公表、勧告までとなると第14条を根拠とすることは困難であり条例が必要ではないか。障害者差別解消法は、条例による「横出し」「上乗せ」を妨げていない。
○　実感としてだが、市町村は、障害者差別解消法施行に向けた対応について、まだ検討していないのではないか。国による基本方針や対応指針の状況を見ているのでは。
　　府として考えるべきことは、府のガイドラインと国のガイドライン（対応指針）との整合性をどう考えていくか。また、府に市町村を指導する権限はない状況で、相談、紛争の防止等解決の体制整備において、どう足並みを揃えていくか。
　　地域で相談に対応する人的資源を配置するなら、どういう見識のある人に委託するのか、あるいはその人への報酬や権限をどうするのか、これらについて全ての市町村が同じレベルで取り組んでいかないとなかなかうまくいかないのではないか。

紛争解決の体制整備としての相談員の配置は、実際の問題として難しいと思うが、府としてどう考えているのか。
→（事務局）
　○　府の広域機能として、地域の既存の相談機関を支援する広域専門相談員を配置するとして、その相談員はどのような資格、スキルを持っている人とするのか、付与する権限や報酬等について、現段階で事務局として確固たる考え方はないが、当部会の中で、府・市町村の役割、既存の相談機関がなすべき役割等を議論いただきながら、府として、どのような体制づくりをするか、予算や財政面も踏まえながら検討していきたい。
※　議題２と議題３について、第7回会議において一定の議論が行われたので、本日で終わりとしてよいかとの提案が部会長からあり、出席委員の賛同を得たため、８月１９日の会議はとりやめとし、

次回（第8回）部会は、「提言素案について」を議題として９月３日に開催することとなった。

以　上
資料１
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